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１．経緯  

東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）から、核

原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166

号）第 64 条の 3第 2項の規定に基づき、「福島第一原子力発電所 特定原子力

施設に係る実施計画」（令和 4 年 12 月 23 日付け変更認可。以下「実施計画」

という。）について、令和 4年 10 月 21 日付け廃炉発官 R4 第 128 号（令和 5年

1月 13 日付け廃炉発官 R4 第 170 号で一部補正）をもって、使用済セシウム吸

着塔一時保管施設（第三施設）の増設に係る変更認可申請書（以下「変更認可

申請」という。）の提出があった。 

 

 

２．変更認可申請の内容  

多核種除去設備等にて汚染水を処理する際に発生する廃棄物収納用の高性

能容器（以下「HIC」という。）のうち廃棄物を収納した使用済の HIC（以下「使

用済 HIC」という。）は、使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第二施設及び第

三施設）に一時保管している。 

  本変更認可申請は、使用済セシウム吸着塔一時保管施設（第三施設）（以下

「第三施設」という。）について、使用済 HIC の保管場所を確保するため、使

用済 HIC の格納用ボックスカルバート（既認可は 3,456 基分）を 192 基分増

設するものである。 

 

 

３．審査の視点  

原子力規制委員会（以下「規制委員会」という。）は、変更認可申請が、「特

定原子力施設への指定に際し東京電力株式会社福島第一原子力発電所に対し

て求める措置を講ずべき事項について」（平成 24 年 11 月 7 日原子力規制委員

会決定。以下「措置を講ずべき事項」という。）のうち「Ⅱ.9．放射性液体廃

棄物の処理･保管･管理」、「Ⅱ.11. 放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の

放射線防護等」を満たし、核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された

物又は原子炉による災害の防止上十分であると認められるかどうかについて

審査した。 

なお、第 102 回特定原子力施設監視･評価検討会において、東京電力に対し、

使用済 HIC の保管容量のひっ迫状況等を踏まえ、使用済 HIC 保管場所の一時

的な増設等の検討を求めるとともに、当面の増設等にあたっては一時的な保管

であるとの前提のもと、既存のボックスカルバートと同様の設置方法を認める

こととした。東京電力は、本変更認可申請で増設する使用済 HIC のボックスカ

ルバート 192 基分を既存のボックスカルバートと同一の構造・仕様で設置す

るとしており、規制委員会は、措置を講ずべき事項のうち上記事項以外への適
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合性については、既認可から変更がないことを確認した。 

 

 

４．審査内容  

（１）放射性液体廃棄物の処理・保管・管理 

措置を講ずべき事項「Ⅱ.9. 放射性液体廃棄物の処理･保管･管理」では、

施設内で発生する汚染水等の放射性液体廃棄物の処理・貯蔵にあたっては、

その廃棄物の性状に応じて、当該廃棄物の発生量を抑制し、放射性物質濃度

低減のための適切な処理、十分な保管容量確保、遮へいや漏えい防止･汚染

拡大防止等を行うことにより、敷地周辺の線量を達成できる限り低減する

こと、また、処理･貯蔵施設は、十分な遮へい能力を有し、漏えい及び汚染

拡大し難い構造物により地下水や漏水等によって放射性物質が環境中に放

出しないようにすることを求めている。 

 

東京電力は、第三施設の増設によって多核種除去設備等から発生する使

用済 HIC の十分な保管容量を確保※するとともに、遮へい機能を有するボッ

クスカルバート内部に漏えい検出器等を設置するとしている。また、万一の

使用済 HIC からの漏えい時に、当該使用済 HIC やその周囲の使用済 HIC を移

動して漏えい物の回収等を行えるよう十分な移設スペースを確保するとし

ている。 

  ※:本変更認可申請による増設（192基分）により、現行の想定において発生する使用済HICは、2025年6月頃まで保

管できる見込み。 

 

規制委員会は、第三施設の増設により、今後の使用済 HIC の想定発生量に

対して十分な保管容量を確保できること、増設分に対しても遮へいや漏えい

防止･汚染拡大防止等を行うことにより、敷地周辺の線量を達成できる限り

低減することなどを確認した。 

 

以上のことから、措置を講ずべき事項「Ⅱ.9. 放射性液体廃棄物の処理･

保管･管理」を満たしているものと認める。 

 

 

（２）放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等 

   措置を講ずべき事項「Ⅱ.11. 放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の

放射線防護等」では、特定原子力施設から大気、海等の環境中へ放出される

放射性物質の適切な抑制対策を実施することにより、敷地周辺の線量を達

成できる限り低減すること、特に施設内に保管されている発災以降発生し

た瓦礫や汚染水等による敷地境界における実効線量（施設全体からの放射
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性物質の追加的放出を含む実効線量の評価値）を、平成 25 年 3 月までに

1mSv/年未満とすることを求めている。 

 

東京電力は、第三施設の増設に伴う直接線及びスカイシャイン線による

敷地境界における実効線量への影響について、最寄りの評価点で約

0.02mSv/年の増加であり、また、最大実効線量評価点は第三施設と距離が離

れていることなどから既認可の評価値（約 0.59mSv/年）から変更がないと

している。よって、最大実効線量評価点において、直接線及びスカイシャイ

ン線の他に放射性液体廃棄物の排水分等を考慮しても年間線量は約

0.92mSv であり既認可から変更がないとしている。 

 

   規制委員会は、第三施設の増設分を考慮しても、発災以降発生した瓦礫や

汚染水等による敷地境界における実効線量（施設全体からの放射性物質の

追加的放出を含む実効線量の評価値）が 1mSv/年未満となることを確認した。 

 

   以上のことから、措置を講ずべき事項「Ⅱ.11. 放射性物質の放出抑制等

による敷地周辺の放射線防護等」を満たしているものと認める。 

 

 

５．審査結果  

変更認可申請は、措置を講ずべき事項を満たしており、核燃料物質若しくは

核燃料物質によって汚染された物又は原子炉による災害の防止上十分である

と認められる。 

 

以 上 

 

 

 

 


